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1.はじめに 

本報では，開発工法の実物件への適用試設計を行う。

補強前後の耐震診断を行い，工法の適用効果を確認する。 

2. 建物概要 

対象建物立面を図 1に，平面図を図 4に示す。建物は築

37年の在来木造軸組工法による木造（一部鉄骨）2階建て

である。陸屋根で屋上があり，屋上全面がモルタル仕上

である。延床面積は64.9m2であり，階高は2.95m （1階）

と 2.75m（2 階）である。調査により以下が確認された。

外壁はモルタル仕上，内壁は両面プラスターボード（板

厚 9mm），床は合板（板厚不明）である。1階西面外壁の一

部に金属系サイディング仕上が存在する。筋交いの有無

は不明である。基礎は立ち上がり 120mm の布基礎であり，

ひび割れは目視では確認されなかった。 

一般的な在来軸組工法の既存木造住宅との相違点を整

理する。陸屋根で屋上があり，建物外周四隅に鉄骨の通

し柱が存在する。木梁と鉄骨梁が混在し，一部が図 3のよ

うな 2段梁である。鉄骨梁の詳細な配置は不明であるが，

外周架構の梁は木梁あるいは鉄骨梁との 2段梁である。従

って，外壁側からビスで鋼製薄板を固定する本工法を適

用できると判断した。鉄骨柱と土台の接合部を図 2に示す。

鉄骨柱の柱脚部に溶接された金物が，ボルトで土台に固

定されている。 

3. 耐震診断用荷重の算出 

 「建築物荷重指針」2），「建築基準法施行令」3）に準拠し

て，単位面積当たりの重量を算出した。長期荷重には床

用積載荷重（2 階床を 1800N/m2，屋上を 600 N/m2）を使用

し，各柱が負担する長期荷重を算出した。2 階上半分の重

量を屋根レベル，2 階下半分と 1 階上半分の重量を 2 階床

レベルに負担させた。梁の配置が不明なため，各柱が負

担する床重量の支配面積は，桁行方向の柱間距離の半分

と梁間方向の柱間距離の半分で囲まれた面積とした。ま

た柱が負担する壁重量の支配幅は隣接する両隣の柱まで

の距離の半分とした。また，屋上の仕様は普通モルタル

（塗厚 40mm），FRP（塗厚 5mm），キーストンプレートとし

た。モルタルと FRPの厚さは推定値である。これより算出

される屋根の単位面積あたりの重量は 2.55kN/m2 であり，

2 階床が負担する床面積当たりの重量は 3.37kN/m2 である。

固定荷重と地震用積載荷重（2 階床を 900N/m2，屋上を

300N/m2）より，標準層せん断力係数 C0=0.2として Ai分布

で地震荷重を算出した。屋上階と 2 階の重量はそれぞれ

84.5kNと 106.8kNであり，屋根と2階床に作用する地震荷

重はそれぞれ 21.1kN，17.2kN である。 

4.補強前精密診断 

「木造住宅の耐震診断と補強方法」4）（以下，方法書）

に準拠し，補強前の精密診断を行った。汎用解析ソフト 5）

を用い，立体弾性解析モデルを作成した。耐力の評価に

は、各部材の劣化，接合部の仕様，剛性率等による低減

率を考慮した。モデル概要図を図 5に示す。壁のモデル化，

剛床の設定，木架構の部材断面，材料特性，長期荷重と

地震荷重の入力方法は前報と同様である。また，四隅の

鉄骨柱は 125×125mm で板厚と材種をそれぞれ 2.3mm と

SS400 と仮定した。 

各ブレース線材に発生する軸力から，壁に発生するせ

ん断力を算出した。柱接合部の仕様による壁耐力の低減

係数を求めるにあたり，柱接合部耐力は「3kN 未満」の値

を用い，また，2 階は屋上のモルタル重量を負担するため，

 

 

図 2 鉄骨柱柱脚部概要図 

 

図 1 対象建物立面図（南） 図 3 鉄骨柱柱脚部概要図 

 

図 4 平面図 
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各層区分を「3 階建ての 2 階」とした。「剛性率による低

減係数」，「偏心率と床の仕様による低減係数」「壁劣化低

減係数」は 1.0である。耐力壁の壁基準剛性及び耐力は前

報と同様とした。各壁の発生せん断力を保有耐力で除し

たものを検定比とし，各方向の地震力に対して各階で最

も高い検定比の逆数を各階の評点として用いる。±X 方向

と±Y 方向でそれぞれ評点が 1 未満となる箇所が存在し，

C0=0.2 の地震力に対して耐震性能の不足を確認した（表

1）。 

5. 補強設計概要 

耐震壁の配置を図 4に示す。建物外周全体に鋼板を設置

するが，補強壁部分はドリルビス（φ6.0×115mm）（以下，

長ビス）で既存架構に留めつけ，非補強壁部分はコンク

リートビス（φ5.0×32mm）（以下，短ビス）でモルタル

に固定することとする。入隅部の壁は前報同様，3 辺固定

とした。鋼板の働き幅は 910mm であるため柱間距離が

910mm 以上の壁面についても同様とする。また既存の庇や

戸袋は南面 2 階部分以外を撤去する。1 階南面は補強可能

な壁が不足しているため，壁の補強では耐震性能の確保

が困難である。そこで，既存の鉄骨柱曲げ耐力を利用し

て水平力を負担させる（以下，重点補強部）。補強要領図

を図 6に示す。既存外壁の外側に新設の柱梁架構を設ける。

新設土台と既存基礎との接合には山形鋼を用い，それぞ

れ M12ボルトとあと施工アンカーで固定する。新設梁と既

存の鉄骨柱の接合には溝形鋼を用いる。新設梁と溝形鋼

を M12ボルトで固定し，溝形鋼に溶接した鋼板と山形鋼を

ボルトで既存鉄骨柱と一体化させる。 

6. 補強後精密診断 

補強前と同様に補強後の精密診断を行った。南側壁面

の重点補強部は，鉄骨柱が負担するせん断力を評価する

ため，2 階床レベルの梁と鉄骨柱との接合は剛接合とした。 

せん断力に対する壁の検定比は-X 方向載荷時に最大と

なった。同方向荷重下で，重点補強部で発生せん断力が

最大となり 15.2kN で検定比が 1.24 であることから全ての

部材で評点が 1以下となることを確認した（表 1，図 8）。

鉄骨柱に発生するせん断力は 1.2kN であり，発生曲げモー

メントとの組み合わせに対して許容応力度設計を満足す

る。また， 図 7●部以外の引抜力発生箇所において柱脚

接合部の耐力が，発生引抜力以上である。●部において

は，発生引抜力が保有引抜耐力を上回っており，当外部

の柱脚の鉛直上方変位を許容した際のモデルを別途作成

し，その場合にも壁の検定比がすべて 1.0以下であること

を確認した。 

7. まとめ 

開発工法の実物件への適用試設計を行い，補強前後で

耐震診断を行った。立体弾性解析モデルにより，C0=0.2の

地震力に対する耐震性能を確認した。補強前は梁間，桁

行方向ともに耐震性能が不足した。桁行方向については

工法を適用することで十分な耐震性能を確保できた。梁

間方向については鉄骨柱に耐力を負担させる補強方法と

組み合わせることで耐震性能を確保できることを確認し

た。また引抜力に対する検討を行い，発生引抜力が柱脚

接合部耐力以下となることを確認した。架構面全体を補

強することで発生引抜力を小さくできた。 
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表 1 耐震診断結果 

階 
載荷

方向 

精密診断結果 

補強前評点 補強後評点 

2

F 

±X 1.22 0.86 

±Y 0.62 0.50 

1

F 

±X 2.08 0.91 

±Y 1.11 0.60 

図 5モデル概要図  

 

図 6 南面補強要領図 

 
図 7南面モーメント図（kNm） 図 8せん断力図及び引抜力（kN） 

  


